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研究課題名 
小学校児童・中学校生徒の放射線に関する知識と意識および放射線研究

者による放射線科学教育の効果に関する研究 

令和７年度研究期間 令和７年４月１日～令和８年２月 28日 

研究期間 令和７年度～令和９年度（１年目） 

 

 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 田内 広 茨城大学・教授 

分担研究者 戒田 篤志 東京科学大学・講師 

 

キーワード 科学リテラシー、義務教育課程、放射線科学教育、テキスト解析 

 

本年度研究成果 

I 研究背景 
放射線に対する不安解消および風評払拭には、正しい知識とそれに基づく判断力、すなわち科学

リテラシーが重要となる。放射線の影響を正確に理解するには相当高度な科学の知識を必要とす

る一方で、たとえば、身の回りに放射性物質があることや、日常生活の中で常に放射線を浴びて

いることなど、説明の工夫次第で小学生でも十分理解可能な事項もある。小中学校での教育は、

国民全てが受ける義務教育であることから、小中学校は科学リテラシーを育む上で極めて重要な

場であり、放射線への科学的認知を育む場としての効果が期待できる。 

II 目的 
本研究は、小中学校において放射線研究者による放射線科学教育（放射線セミナー）を実施し、

①その前後での放射線に関する知識や意識についてのアンケート調査（前後調査）、②連携して

きた郡山市内の小中学校で過去に放射線セミナーを受講した児童・生徒を対象としたアンケート

調査 （追跡調査）、③研究協力者を含むメンバーの所属機関がある都府県から複数の小中学校で

児童・生徒を対象としたアンケート調査（全国調査）、を行い、テキスト解析を含む統計学的手法

を用いて回答結果を分析・評価する。これにより、放射線研究者による放射線セミナーの効果と

ともに、小中学生の放射線に関する知識や意識に関する学年差や地域差を明らかにし、将来のリ

スクコミュニケーションに活用できる効果的な方法を見出すことを目的とする。 

III 研究方法 
本研究では、放射線科学の専門家が小中学校を訪問して開講する放射線セミナーとアンケート調

査を組み合わせて進めた。具体的には、連携実績がある福島県郡山市においては、郡山市教育研

修センターを窓口に調整した小中学校でセミナーおよびアンケート調査を実施する。福島県内の

他市町村や他都道府県においては、主任研究者、分担研究者、研究協力者の所属機関の連携校や、

所在地近隣の小中学校などに放射線セミナーの実施可能性を打診し、了解が得られた学校でセミ

ナーとアンケート調査を実施した。アンケートはセミナーを受講する児童・生徒を対象とし、セ



 

 

ミナーの実施前および実施後に放射線に関する知識や放射線に対する意識について問い、前後で

の意識や認識の変化について、受講学年や受講歴との対比を行うことで、リスクコミュニケーシ

ョンとしての専門家による放射線セミナーの効果と認識の持続性を定量的に分析した。 

IV 研究結果、考察及び今後の研究の方針 
令和７年度は、福島県郡山市の小学校 9 校にて計 16 回の放射線セミナーを実施し、アンケート

調査を行った。加えて、福島県内の他市町村として、12 月に南会津町の中学校でも実施した。調

査に用いるアンケートの内容については、９月当初に開催した第 1 回班会議で最終形を決定した

ため、2 学期以降実施分からが本格調査のアンケート内容となっているが、データは着実に収集

できた。全国調査に関しては、福岡県北部、大分県ならびに鳥取県での実施先開拓の取り組みを

おこない、令和７年 12 月に福岡県田川市および北九州市の小学校および中学校で放射線セミナ

ーとアンケート調査を実施した。鳥取県と大分県は令和８年度から実施の見込みである。また、

全国調査先の拡大のために、来年度のセミナー案内リーフレットを作成し、配布を始めた。 
1 学期までの改定前アンケートを用いた調査の結果、放射線セミナーにより児童生徒の科学的な

認知度が向上する傾向が示され、とりわけ中学生においては、DNA 損傷が修復されることを新

たに知る生徒が多くなる傾向が見られた。科学的認識の定着度については、今後の継続調査にお

いて評価する予定である。なお、人を対象とする研究倫理対応に関しては、令和８年 2 月に「茨

城大学人を対象とする研究倫理委員会」委員長より本事業のアンケートは非該当との回答があ

り、分担研究者が所属する東京科学大の該当委員会にも問い合わせた結果も、人を対象とした医

学的研究とは異なるとの見解を得て、学内規程に従い審査不要研究としての申し出を行った。 

V 結論 
予備的ではあるが、放射線科学専門家による義務教育課程を対象とした放射線セミナーは、児童・

生徒の放射線に対する科学的認知度の向上に効果があることが示唆された。次年度に全国で展開

する放射線セミナーおよび継続調査の実施により、科学リテラシー向上との関係をさらに明確に

できるものと考えられ、分析結果に基づくアプローチ方法の提案につながることが期待できる。 
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